
(にほんばしいっちょうめ１・２ばん)

ＮＯ．２８７      日本橋一丁目１・２番 地区（組合施行）

計画地

1

2

3

地区面積 構造

階数 高さ

名称 施行区域面積

名称 幅員 延長 面積

都市高速道路第
４号線分岐線

－

放射第２８号線 －

特別区道中日第
１３号線

５．５m～１３．５m
全幅員１１m～２７m 約５０m －

特別区道中日第
２７２号線

１８m
全幅員１８m

約１１０m －

特別区道中日第
２７７号線

３m
全幅員６m

約８０m －

そ
の
他
の
施
設
に
関
す
る
都

市
計
画

都市高速鉄道
都市高速鉄道第
３号線

約０．８ha

A街区
鉄骨造一部鉄筋コンクリート造及
び鉄骨鉄筋コンクリート造
B街区／C街区／D街区
鉄骨造一部鉄筋コンクリート造

A街区　地上２５階／地下３階
B街区　地上７階
C街区　地上５階
D街区　地上１階

A街区　約１３５ｍ
B街区　約３１ｍ
C街区　約２０ｍ
D街区　約１０ｍ

２　都市計画の内容

日本橋一丁目1・2番地区第一種市街地再開発事業 約０．８ha

１　計画の概要

中央区日本橋一丁目地内

計画の概要

日本橋川沿いの連続 的な 水辺空間 と 歩行者基盤 の整備

都心型複合 MICE 拠点形成を支える都市機能の導入

環境負荷低減 と防災対応力強化

別に都市計画において定めるとおり
建築敷地と重複する
区域において立体的

な範囲を設定

公共施設の
配置及び規模

備考

道
路

別に都市計画において定めるとおり

別に都市計画において定めるとおり

既設（一部再整備）

既設（再整備）

既設（再整備）



街
区

建築敷地面積

A 約３，５９０㎡

B 約１３０㎡

C 約３８０㎡

D 約１８０㎡

都市計画決定

街
区

建蔽率 容積率
建築物の

高さの限度
壁面の

位置の限度
主要用途

B － － ３１m － 店舗、事務所等

A － －
高層部　１４５m
低層部　  ３１m －

店舗、事務所、集会
場、駐車場等

D － － ２０m － 店舗等

C － － ２０m － 店舗、事務所等

B 約１１０㎡
約７１０㎡

［約７１０㎡］
－

C 約３４０㎡
約１，４９０㎡

［約１，４９０㎡］
－

建築物の整備

街
区

建築面積 延べ面積(容積対象) 住宅建設の目標

A 約３，３００㎡
約８５，３００㎡

［約６７，２００㎡］
－

D 約４０㎡
約４０㎡

［約４０㎡］
－

建築敷地の
整備

整備計画 備考

　地上部は、東西方向の歩行者通路や特別区道中日第１３
号線沿いの歩道状空地の整備等により、地域の回遊性の
向上を図る。
　地下部は、地下鉄駅等と接続する歩行者通路を設け、日
本橋川沿い周辺の地上に至る歩行者ネットワークを整備す
る。
　日本橋川交流拠点の形成に向けて、日本橋川沿いに親水
性の高い歩行者空間等を整備する。

－

令和４年１１月９日　中央区告示第３０８号



種類
建築物の容積
率の最高限度

建築物の容積率の
最低限度

建築物の建
蔽率の最高

限度

建築物の
建築面積
の最低限

度

建築物の
高さの最
高限度

１６３０％ － － －

１８８０％
ただし、１９/１００以
上を都市の魅力創
造に資する施設及
びこれに付随する

施設の用途とする。

４００％ １，０００㎡
高層部：１４５ｍ
低層部B：３１ｍ

※高さの基準点は
T.P.+4.2mとする。

５５０％
ただし、２２/１０以
上を都市の魅力創
造に資する施設及
びこれに付随する

施設の用途とする。

１００％ ６０㎡
低層部B：３１ｍ

※高さの基準点は
T.P.+３.７mとする。

４００％ １０％ １５０㎡
低層部A：２０ｍ

※高さの基準点は
T.P.+４.４mとする。

２０％ １０％ １０㎡
低層部A：２０ｍ

※高さの基準点は
T.P.+４.４mとする。

壁面の位置の
制限

都市計画決定

３　都市再生特別地区

面積

都市再生特別地区
（日本橋一丁目１・２

番地区）

全体
約０．８ha

８０％

A街区
約０．６０ha

B街区
約０．１０ha

C街区
約０．０５ha

D街区
約０．０５ha

　建築物の外壁、これに代わる柱又は門若しくは塀は、計画図に示す壁面の位置の制限を
超えて建築してはならない。ただし、歩行者の回遊性及び利便性を高めるために設ける歩
行者デッキ並びにこれらに設置される屋根、柱、壁その他これらに類するものについてはこ
の限りではない。

令和４年１１月９日　東京都告示第１４５２号



敷地面積 建蔽率

延べ面積 容積率

住宅戸数

駐車場

事業認可 総事業費

年　月　日

平成１８年１１月

平成２４年３月

平成２５年１０月

平成２７年７月

令和４年１１月９日

令和６年１０月１８日

用途

A街区　店舗、事務所、文化体験施設、駐車場等
B街区　店舗、情報発信・交流施設等

C街区　店舗、事務所等
D街区　店舗

－

A街区　約７２台

令和６年１０月１８日　東京都告示第１５１５号 約１，０７８億円

４　事業計画の概要

A街区　約３，５９１㎡
B街区　約１３４㎡
C街区　約３８０㎡
D街区　約１７８㎡

A街区　約９２％
B街区　約８２％
C街区　約９０％
D街区　約２３％

A街区　約７８，３３０㎡
B街区　約７００㎡

C街区　約１，５００㎡
D街区　約３５㎡

A街区　約１，８７７％
B街区　約５００％
C街区　約３８２％
D街区　約２０％

都市計画決定（都市再生特別地区、地区計画〔変更〕、第一種市街地再開発事業）

組合設立認可（事業計画認可）

５　経　緯

内　　　　　　　　　　　　　　　容

日本橋一丁目１・２・３番街区まちづくり勉強会　開始

日本橋一丁目１・２番街区まちづくり勉強会　開始

日本橋一丁目１・２番街区まちづくり検討会　設立

日本橋一丁目１・２番街区再開発準備組合　設立



６　位置図

７　区域図



８　配置図

９　完成予想図


